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一、背景の説明

１．本稿の目的

地域インフラシステムである高速道路は陸上交通物流の効率を大幅に向上させる主要な手段であ

る。しかし、高速道路の建設とメンテナンスは簡単ではない。巨額な建設資金の融資と調達、道路

が正常に機能するための定期的なメンテナンスの費用、道路整備計画ルートにある農地と住民の土

地収用と引越費用、旧インフラ施設の処理費用、生態環境保護の費用など様々な費用を合わせる

と、政府財政に大きな負担となる。そのため政府は高速道路の建設に対して慎重にならざるをえな

い。現地経済に与える収益が支払う代価より高くなければ高速道路の建設は容易ではない。

直接的な整備効率が悪い地域で高速道路を建設することがあるのであれば、それはこの地域が何

らかの政治的重要性を持っているのか、あるいは潜在的な経済発展要因を持っているのかのどちら

かである。このようなケースでは、高速道路の建設は地域経済を活性化する手段と位置づけられ、

経済開発の開始・促進をサポートするという目的を持つ。本稿の研究対象の「烏奎高速」は1990年

代から建設が始まった中国新疆ウイグル自治区（以下、新疆と略す）の高速道路である。そして、

「烏奎高速」は新疆天山主山脈の北坂、「天山北坂経済ベルト」に沿って幾つかのオアシス経済体

をつないでいるため、「オアシスの高速道路」と形容することができる。オアシス経済は自然環境

から受ける影響が大きく、その他の地域の一般的な状況より経済発展の環境が厳しい。そして、中

国においても新疆は北西部にあり、東部沿海の先進地域から空間的に離れており経済後進地域に属

している。これらのことからオアシス経済における高速道路の整備の対現地経済への影響を分析す

ることが本稿の主要な研究目的である。
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1		2010年12月21日に中国国務院が公表した「国務院関于印発全国主体功能区規劃的通知」（国発、46号、2010

年）によると、天山北坂地域が全国「両横三縦」都市化計画のランドブリッジの「横」の西端にあり、新疆

天山北部、ジュンガル盆地（Jungar	 Basin）の南部辺縁ベルトのような細長い地域、イリ河谷の部分地域を

含める。「烏魯木斉―昌吉」を中核、石河子や「奎屯―ウス―独山子」三角地域やイリ河谷を地方中心とす

る空間開発計画を打ち出している。通知は「烏昌一体化」建設の推進や石河子、克拉瑪依、奎屯などノード

都市の発展を明確に指示している。他には、交通物流の総合能力を向上させるという叙述もある。「天山北

坂経済ベルト」は一般的にこの地域を指す。
2		IBRD・IDA	‘Xinjiang	Highway	Project（02）’,	P003643,	1996.
3		中国新聞社「烏魯木斉至奎屯高速公路通車」、2000年。
4		①藤田昌久、ポール・クルーグマン、アンソニー・J・ベナブルズ（著）小出博之（訳）（2000）『空間経済

学―都市・地域・国際貿易の新しい分析』東洋経済新報社。

	 	②藤田昌久、ジャック・F・ティス（著）徳永澄憲、太田充（訳）（2017）『集積の経済学―都市、産業立

地、グローバル化』東洋経済新報社。

２．「烏奎高速」について

「烏奎高速」は中国の「第九個五年計画」の重要なインフラプロジェクトの一つである。これは

1997年4月に建設が始まり、2000年11月に完工した新疆の北部を横断する全長265.5kmの高速道路で

ある。そして、「烏奎高速」の「烏」と「奎」はそれぞれ烏
ウ ル ム チ

魯木斉市と奎屯市の略称でこの2つの

都市の中間地域は「天山北坂経済ベルト」1と呼ばれる新疆の経済、工業の中心である。「烏奎高

速」の総投資は51.27億元であり、国際復興開発銀行（International	 Bank	 for	 Reconstruction	

and	 Development,	 IBRD）からのローンが3億米ドル2、中国交通部（現在の中国交通運輸部）から

の補助金が12.4億元、残りの部分を新疆公路建設基金でまかなわれている3。「烏奎高速」は新疆

が国際復興開発銀行のローンを利用する高速道路インフラ建設プロジェクトであり、同時に新疆で

最初の高速道路でもある。

前述したように、「烏奎高速」の新疆経済への影響を評価することが本稿の主要目的である。一

方で、インフラ整備の対現地経済への影響を分析する際には、まずインフラの整備が何をもたらす

のかという点を明確にしなければならない。空間経済学4の理論によると、輸送距離と費用は産業

の集積と分散に影響を与え、それによって地域の経済発展の内容やスピードを左右するとされてい

る。即ち、輸送距離と費用の2つ要因が変われば、地域経済の状況も変化すると考えられる。イン

フラの整備や輸送条件の改善は輸送距離や費用を変化させる具体的な方法だと考えられる。「天山

北坂経済ベルト」を通っている「烏奎高速」は天山北坂の経済発展を促進させることを目的として

いると考えられるため、その効果を検証する必要がある。
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5		中国国務院『国務院関于同意烏魯木斉、昌吉、石河子高新技術産業開発区建設国家自主創新示范区的批复』

国函、145号、2018年。
6		新疆ウイグル自治区人民政府『関於印発《烏昌石国家自主創新示范区発展規劃綱要	（2021-2025年）》的通

知』新政発、23号、2021年。
7		克拉瑪依市は新疆ジュンガル盆地西部にある石油と重化学を中心産業とする工業都市である。
8		「新疆北部都市群」は伊寧を中心に、アルタイ、奎屯、ホルゴス、塔城、博楽、双河、北屯など新疆北部市

県で形成している都市圏区を指す。
9		昌吉州の全称は昌吉回族自治州、新疆12個行政区画の一つ、州政府の所在地は昌吉市である。
10		『関于印発《烏昌石国家自主創新示範区発展規劃綱要（2021−2025年）》的通知』を参照する。

 

まずは「烏奎高速」の全体を概観してみよう。図1.1にあるように、「烏奎高速」は烏魯木斉市

と奎屯市を結び付ける高速道路である。そして、沿線は「天山北坂経済ベルト」と呼ばれており、

長期の発展過程の中で、経済ベルトは烏魯木斉都市圏区の東部地域、石河子を中心とする中部地

域、克拉瑪依市7を中心とする西部地域の3つの部分に分けられるようになった。その中の克拉瑪依

市は奎屯市北部約150kmのところにあり、「新疆北部都市群」8の重要都市の一つである。このよう

に、烏魯木斉市、石河子市、克拉瑪依市は天山北坂経済ベルトの工業、貿易、教育の中核地域であ

る。したがって「烏奎高速」は新疆北部の経済的中心地域のほとんどを結ぶ幹線道路である。

さらに詳しく見ると、「烏奎高速」が形成している経済活動の中核地域は図1.1が示している

「烏昌石都市群」と呼ばれる地域である。その中の「烏昌石」はそれぞれ烏魯木斉市、昌吉州9、

石河子市を指し、これら3つの市州と管轄地域のGDP（Gross	Domestic	Product）は2020年に新疆総

GDPの38％を占め、その内訳は烏魯木斉市は24％、昌吉州は10％、石河子市は4％の割合となってい

る10。このように烏魯木斉市は新疆経済の圧倒的な中核であることがわかる。そして、烏魯木斉市

の産業は工業とサービス業を中心として構成されている一方で、昌吉市と石河子市の中心産業は農

図1.1	「烏奎高速」沿線地域

注:新疆統計年鑑各年度版、「国務院関于印発全国主体功能区規劃的通知」（国発、46号、2010年）、「国務院関于同

意烏魯木斉、昌吉、石河子高新技術産業開発区建設国家自主創新示范区的批复」（国函、145号、2018年）5、「関於印

発《烏昌石国家自主創新示范区発展規劃綱要（2021-2025年）》的通知」（新政発、23号、2021年）6などをもとに筆者

作成。
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11		「新疆奎屯3.5億元建設輻射中西亜物流集散中心」（https://www.chinanews.com.cn/cj/2011/08-

01/3225396.shtml　最終アクセス日:2022年7月26日）

業である。特に、昌吉州の瑪納斯県と呼図壁県が野菜、乳製品、牛羊肉製品などの近代的な生産基

地を建設し、そこからの貨物トラックが毎日高速道路を経由して大量の新鮮な農産品を烏魯木斉都

市圏区に輸送している。そして、瑪納斯県と呼図壁県は西に農業研究所や大学が集中する石河子市

に隣接し、専門の技術者が農牧業の安定的な生産を保障している。中国北西部オアシス地域にある

烏魯木斉市にとって、農業は経済発展の前提条件であり、烏魯木斉都市圏区がこの対農産品の需要

と消費によって周辺地域の農業生産を刺激し、発展の成果を再分配していると考えることも可能で

ある。

烏魯木斉市と昌吉州は資金、技術と土地、労働力の優位性を相互に補充するため、2004年の頃

から「烏昌一体化」計画を始めた。その結果、2007年8月烏魯木斉市東山区と昌吉州米泉市は合併

して新たに烏魯木斉市米東区が成立した。「烏昌一体化」計画は烏魯木斉市と昌吉市の繋がりを強

化したと同時に、昌吉市が烏魯木斉市の産業移転と分散された都市機能を受け入れる「衛星区」に

なっている。

次に、石河子市の西隣にイリカザフ自治州（以下、イリ州と略す）の奎屯市と沙湾県がある。沙湾

県は瑪納斯県と呼図壁県に似ており、農牧業が地域の主要産業であり、石河子市からの技術支援を受

けている。そして、「烏奎高速」の終点である奎屯市は新疆北西部の交通センターであり、幾つかの

高速道路や鉄道の幹線がここに集められ、近年、大型の物流圏区を建設して都市の物流機能を強化す

る長期計画を打ち出している11。奎屯市は「新疆北部都市群」の極東部、辺境貿易区と内部経済区を

繋ぐ中間地域にあるため、交通物流産業が徐々に地域の中心産業となりつつある。

まとめると、1997年から始まって2000年に完工された「烏奎高速」は「天山北坂経済ベルト」と

新疆北部の2つの都市経済圏区の大部分の地域を結び、沿線の交通物流状況を大きく改善してきた

可能性がある。それだけでなく、「烏奎高速」建設の目的は、烏魯木斉市を中核とする新疆北部地

域の競争力を向上させ、さらに沿線地域の発展を通じて周辺地域の経済を牽引して「天山北坂経済

ベルト」の機能を強化することであるとも考えられる。最終的に中国の中央アジア、ヨーロッパに

進出するための工業物流センターとして整備され位置付けられる可能性もある。

以下では1990―2010年代における「烏奎高速」が新疆北部地域にもたらす影響を考察してみる。

二、研究方法と作業仮説

本研究では、新疆統計年鑑各年度版など統計資料を参考し、計画初期の1990年代から天山北坂経

済ベルトの交通運輸大動脈の役割を果たしている2010年代までにおける「烏奎高速」の対沿線地域

の地域総生産、工業総生産、消費品販売額、人口数、貨物運送量などにもたらす変化を考察しなが

ら実証分析を行うことによって、「烏奎高速」建設がもたらす経済効果を評価する。
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「烏奎高速」は大型交通インフラプロジェクトとして、対現地経済社会への影響は複雑である

が、概ね「プラス効果」と「マイナス効果」の2つに分けることができる。「プラス効果」は比較

的理解しやすい。簡単にまとめれば、交通インフラ整備が「交通物流の発展→物流と人流の通路構

築→地方ノード間の繋がりの強化→社会資源の高効率で合理的な配置→生産と消費活動の活性化→

経済発展→交通物流の更なる発展」、即ち、地域社会の輸送コストと情報交換コストを下げて経済

活動の拡大に有利な環境を作るものである。これは空間経済学の立場からのインフラ整備と経済発

展関係の解釈である。それに対して、「マイナス効果」は産業と労働力の大都市への過度な集積の

ことを指す。前に挙げた循環における生産要素の移動が大都市へ「一方通行」状態のままになって

しまう状況である。市場経済においては、生産要素は移動が比較的容易であり、この移動の方向が

偏っており、経済活動の拡大に有利な環境を持つ地域に集積する傾向が強い。産業の集積による生

産コストの低下や人の集中による創造力の向上などのメリットの存在がその集積の原因である。そ

して、生産要素の移動は客観的に交通物流に制限されて正相関の関係が存在しており、交通物流の

条件が改善すればするほど、この生産要素の大都市への集積現象が加速する。一方で、小規模都市

は生産要素が大都市に流出するため、衰退あるいは大都市に合併される可能性がある。これは「マ

イナス効果」或いは「ストロー効果」であり、大都市はストローに相当する高速道路、鉄路など交

通インフラを通じて小規模都市の生産要素を吸引している。

しかし、「ストロー効果」は不可逆過程ではなく、大都市の産業構造が一定程度高い段階に達し

たなら、更なる成長を実現するためには、産業構造を調整してグレードアップする必要がある。こ

れは労働集約型産業など一部の産業が大都市から淘汰されて周辺の小規模都市に移転する形で進

む。一方で、衰退中の小規模都市から供給される廉価な労働力は無くなるなら、大都市の労働力コ

ストが急速に増加するリスクが存在する。この労働力コストの上昇効果は産業移転の過程を加速す

るもう一つの重要な原因である。

本稿は「烏奎高速」建設の対中国新疆北部経済圏区の影響を検討する際に、この「プラス効果」

と「マイナス効果」の両方を分析する。「烏奎高速」建設は短期間に中国新疆北部経済圏区の経済

発展への促進作用が強い一方、長期の視点では、資源の烏魯木斉都市圏区への過度の集積のリスク

が高いという作業仮説を本稿では提示する。

この作業仮説の中心的課題はある時期内における「烏奎高速」建設がもたらす各種影響と経済発

展間の因果関係の検証であり、「烏奎高速」がこの「因と果」を結び付ける「橋」のような存在に

相当するかどうかという点にある。つまり、本稿の論証アプローチはまず研究の対象時期を確定

し、次に様々な「因と果」に連関する具体的経済現象のデータを収集し、最後に「因と果」の関係

を定量的な方法で評価する。定量的検証方法は統計学でよく使われる回帰分析を選ぶ。
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三、実証分析

前章で提示したように、インフラ整備における対現地経済の影響は分析については、これと直接

に関連する地域総生産、工業総生産、消費品販売額、人口数、貨物運輸量などであり、これらは生

産と消費分野のデータが分析の具体的な項目である。定量分析に入る前に、まず「烏奎高速」沿線

地域の経済状況を把握しよう。「烏奎高速」は2000年12月に正式開通したため、本章では主に2001

年以降の状況を説明する。

１．「烏奎高速」建設ローンについて

「烏奎高速」建設目的の一つは、天山北坂経済ベルト間の繋がりを強化し、それが新疆経済発展

を牽引するようにさせることである。この目的の実現は容易ではなかった。大型インフラプロジェ

クトは巨額な投資が必要であり、1990年代の新疆にとって「烏奎高速」建設の資金を政府財政だけ

で一括で支払うのが非常に困難であり、そのため国際復興開発銀行からローンを借り入れた。この

ローンの元本と利子は毎年新疆財政の大きな負担となった。

表3.1の示すように、「烏奎高速」の融資と返済は1996年10月から2016年12月までと、20年間以

上にわたっており、利子と元本の支払は毎年2回であった。2004年3月に最後のローンは入金した後

表3.1　1996−2016年「烏奎高速」建設ローンの取引明細表

注:筆者は「WB financiers - P003643」により整理作成。融資方はIBRD40990である。
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12		1996年米ドルと人民元の平均為替レートによる計算。

の約12年間に2.75億米ドルを返済したが、2005年頃米ドル対人民元の平均為替レートは長い間維持

されてきた約1:8.27の安定レートから徐々に下がって2016年の約1:6.64になったため、実際の返済

圧力が年々減少したと思われる。一方で、国際復興開発銀行から3億米ドルのローンを申し込んだ

1996年時点では、新疆の財政支出額は僅か13.81億米ドル12でしかなかったため、建設初期における

「烏奎高速」の対新疆財政負担の重さがよくわかる。

２．沿線地域人口の変化

図3.1は2001−2019年「烏奎高速」沿線地域の各主要市県の総人口数を表している。統計方法はサ

ンプリングを抽出して総体を推計するものであるため、行政区画の変更、戸籍政策変化、サンプル

選択などの変化が存在し、個別年分の推計総人口数に大きな違いが見られる。

この約20年間は烏魯木斉市以外の6つ市県総人口数はほぼ横ばいあったことがわかる。しかし、

2007年に烏魯木斉市と昌吉市の総人口数が大幅に変動した。その原因は前に提示した「烏昌一体

図3.1　	2001−2019年「烏奎高速」沿線地域の総人口数の変動　単位:万人

注:筆者が新疆統計年鑑各年度版の「天山北坂経済帯主要経済指標」、「各地、州、市、県（市）、

戸数、人口数、土地面積」により作成。2010年と2019年のデータは消失している。
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13		「关于進一步推進新疆戸籍管理制度改革的実施意見」（http://www.chinaxinjiang.cn/zhengcefagui/

df/201410/t20141027_448632.htm　最終アクセス日:2022年4月19日）

化」であり、烏魯木斉市東山区と昌吉州米泉市は合併して新たな烏魯木斉市米東区になったことと

共に、元米泉市19.19万人（2006年時点）が烏魯木斉市に合併したことがあげられる。この際の戸

籍の移転と整理の影響を受け、昌吉市の総人口数は6.34万人に減少した。

烏魯木斉市と石河子市はそれぞれ2016−2017年と2015−2016年の間に総人口数が大幅に減少した。

これは2014年から展開された新疆の戸籍改革に関連すると考えられる13。一連の改革政策により、

烏魯木斉市と周辺地域の人口分布が合理化して公共サービスを提供する効率も向上したと同時に、

改革直前までに蓄積された大量の重複統計と無効統計の戸籍が共に処理された。

しかし、全体を見ると、2001−2019年の間、烏魯木斉市、昌吉市、石河子市で組み合わされる

「烏昌石」経済核心区の人口数は緩慢に増加していることが確認できる。一方で、残された4つ地

域の人口数はあまり変化しなかった。つまり、「烏奎高速」の建設は、沿線地域の人口分布にあま

り影響しておらず人口集積をもたらしていなかった。

３．「烏奎高速」沿線地域物価変化

表3.2　2001−2019年「烏奎高速」沿線主要地域と全国の小売物価指数（RPI）　単位:%	昨年=100

注:筆者は中国統計年鑑と新疆統計年鑑各年度版の「天山北坂経済帯主要経済指標」、「各地、州、市、県

（市）、戸数、人口数、土地面積」により作成。統計範囲の変化により、2001−2012年沙湾県、2016−2019年石河

子市と奎屯市の統計データは消失している。2001−2019年呼図壁県と瑪納斯県のRPIはデータ収集されなかった。
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14		「自治区交通庁:新疆公路収費不够還本付息」（https://news.sina.com.cn/c/2011-06-23/003822688737.

shtml　最終アクセス日:2022年5月11日）

表3.2は2001−2019年「烏奎高速」沿線主要地域小売物価指数（Retail	 Price	 Index,	 RPI）の変

化を示している。この指数は毎年生活に必要な食品、雑貨、衣類、燃料費、書類など約40品目の

商品販売価額の変化を表している。前章で提示したように、空間経済学の立場から見ると、高速

道路の建設は2つの地域間の距離を実質上、縮小させる効果があるため、輸送コストが下がって道

路沿線の商品販売価額に影響を与える可能性がある。しかし図3.2を見ると「烏奎高速」沿線地域

と同時期の全国RPIの水準や変化趨勢は特に違いがなかった。一般的に言うと、高速道路の利用は

希少資源である高速道路を利用者が占用する行為であり、故に高額な使用料金を払わなければなら

ないのが普通である。特に、巨額な資金を借りて建設されたインフラ施設は、利子と元本を返還す

るだけでなく、高速道路の日常点検費用に加え、様々な費用は最終的に使用料の形で高速道路の使

用者に転嫁され、これは使用料金をさらに高くさせてしまう可能性がある。そのため交通条件の改

善は必ず輸送コストを削減するわけではない。土地が広くて各市場間の距離が長い新疆にとって、

輸送コストが下がらないと、商品の価額も下がらず、また高速道路を利用する或いは利用しなくて

遠回りするなら、輸送コストが相対的に高くなり商品の販売額が上昇する恐れがある。主要商品の

小売物価指数を用いて高速道路の対現地経済への影響を分析する意義がここにある。しかし、新疆

の高速道路は現地経済活性化を促進するという社会的な役割を持って政府に管理され、独立採算制

をとっていないため、新疆の高速道路の使用料金は長期にわたって低く抑えられている。例えば、

2010年の時点で、新疆の道路建設ローンは350億元に達した一方、当年の高速道路使用料金の収入

は僅か23億元であり、そのうちの20−30％は道路の日常点検をするために支払われた14。

図3.2　2001−2019年「烏奎高速」沿線主要地域と全国の小売物価指数（RPI）変化趨勢　単位:％

注:筆者は表3.2より作成。
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15		「改革开放三十年新疆价格改革与走勢回顧」（http://www.stats.gov.cn/ztjc/ztfx/dfxx/200811/

t20081127_34512.html　最終アクセス日:2022年4月25日）
16		新疆ウイグル自治区呼図壁県人民政府、呼図壁県国家現代農業示范区建設規劃編制組『新疆維吾爾自治区呼

図壁県国家現代農業示范区建設規劃』2011年。

「烏奎高速」は完成したばかりの2001−2002年の1年間、烏魯木斉市、昌吉市、石河子市、奎屯市

のRPIがそれぞれ97.3％、97.3％、97.3％、98.2％までに下がった（表3.2）。1996−2002年の間に

は新疆が積極的に物価改革を推進し、様々なマクロ経済政策によって「高経済成長、低インフレー

ション」の局面が形成された。これが低RPIの根本的な原因とされている15。そして、「烏奎高速」

の建設は沿線地域の交通条件を大きく改善し、それとともに道路運輸効率も上昇する可能性があ

る。つまり、物流産業の発展と地域経済の活性化は客観的に商品運輸のコストを減少させ、最終的

に商品価額とRPIの低下に反映されると思われる。一方で、「西部大開発」の展開を背景として大

規模な投資計画が相次いで打ち出された。大型インフラプロジェクト、即ち高速道路の建設は地域

経済の活性化を促し、そして輸送効率を向上させて消費を刺激する手段であるという意見がある16。

その後、2006年までのRPIが横ばいのままであった。2007年と2008年の間、前に挙げた4つの都市

のRPIは激しく変化し、特に2007−2008年の1年間別々に108.7％、109.2％、107.9％、106.9％と上

昇した。2006年後半から生じた国際食糧とエネルギー価格の上昇と新疆地方の投資拡大から生じる

経済ブームがこの主要原因と考えられる。そして、「烏昌一体化」計画の推進がもたらす地域市場

の統合はこの経済ブームをさらに加速させたと考えられる。それから2019年までRPIは徐々に低下

し、最終的に100％前後で安定した。

４．「烏奎高速」沿線地域工業企業数

表	3.3　2001−2004年「烏奎高速」沿線地域全部工業企業数　単位:社	

注:筆者は新疆統計年鑑各年度版により作成。2004年以前に全ての工業企業を集計している。
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17		「近年来新疆中小企業経済発展状況問題探究」（http://www.stats.gov.cn/ztjc/ztfx/fxbg/200408/

t20040816_14850.html　最終アクセス日:2022年4月26日）
18		『中華人民共和国中小企業促進法』は2017年9月1日に改訂したため、筆者は新たな方法によって内容を整理して

いる。

表3.3と表3.4は2001−2019年「烏奎高速」沿線地域の工業企業数を表している。2005年からの統

計範囲は年間主要経営業務収入2000万元以上の中大型企業に変更されたため、表が2つに分けられ

ている。

表3.3を見ると、2001−2003年の「烏奎高速」が完成した直後の2年間、沿線地域の工業企業の数

は減少している。特に烏魯木斉市の企業数は1261社から1138社まで10％、昌吉市の場合は143社か

ら103社まで28％、下がった。その直後の2004年に瑪納斯県と沙湾県以外の地域の企業数は大幅に

回復し、特に2004年には昌吉市企業数は2003年より3倍以上、増加した。2002年6月に制定された

『中華人民共和国中小企業促進法』が企業数急増の主要な原因だと考えられる17。なぜならば『中

華人民共和国中小企業促進法』は中小企業の経営環境を改善し、これら中小企業が公平に市場に参

入することを促進するなど合法的権利と権益を保障する法律である。この法律は中小企業の創業創

新活動を支援して健全な企業発展モデルの創出・定着を促進し、さらに都市と農村の雇用を拡大

し、中小企業が国民経済と社会発展に寄与することを目的としたものである。その具体的政策は、

税と融資の優遇、創業と創新育成、市場開拓、中小企業向けの公共サービスの整備、権益保障と相

関の監督検査などの条目がある18。したがってこの法律の実施は規模が相対的に小さい企業が多い

発展途上地域にとって有利だと考えられる。

表3.4　	2005−2019年「烏奎高速」沿線地域規模以上工業企業数　単位:社

注:筆者は新疆統計年鑑各年度版により作成。2005年から統計標準の変更により、毎年の「規模以上」の工業企業を統

計しかない。当時、「規模以上」の工業企業は年間主要経営業務収入2000万元以上の中大型工業企業を指す。
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表3.4の統計範囲は2003年以前より縮小する。それは地域経済発展の担い手である中大型工業企

業の数量変化に焦点が当てられるようになったからである。しかし、全体的に見ると、2005−2019

年の15年間に烏魯木斉市の中大型工業企業の総数は90社しか増加しておらず、年平均増加率は僅か

1.67％しかない。これに対して、昌吉市は3.42％、呼図壁県は3.37％、瑪納斯県は4.12％、石河子

市は4.48％、沙湾県は4.59％、奎屯市は4.62％と高い年平均増加率を持つ。中大型工業企業数の増

加率は烏魯木斉市からの空間的に離れるほど増加すると共に上昇するという正比例関係が存在して

いる。環境保護などの理由で烏魯木斉市の周辺における中大型工業企業の進出、新設は制限されて

いることが烏魯木斉市企業減少の原因一つであり、そして、交通物流条件の改善により産業移転と

投資誘致の便利化がもう一つの原因だと考えられる。

中大型工業企業の交通物流への依存性は高い。これら企業の部品調達効率が生産に及ぼす影響は

大きいため、高効率の物流ネットワークが産業分散のマイナス効果を相殺する手段となる。これは

「烏奎高速」によって結ばれている「烏昌石都市群」内部の烏魯木斉市周辺地域の工業が発展でき

る前提条件である。そして、全体から見ると、「烏奎高速」沿線の工業企業は経済的中心地域の烏

魯木斉市に集積するのではなく、逆に周辺地域に進出している。交通物流条件の改善はこの結果を

促進する原因だと考えられる。

５．「烏奎高速」沿線地域住民収入の変化

高速道路建設が地方経済に及ぼす効果は現地一人あたりの収入変化で表すことも可能である。

「烏奎高速」沿線市県州間の距離は長く、そして地域間・都市間の発展の格差も大きく、概ね先進

的工業都市部と後進的農業農村部の2つグループに分けられる。さらに詳しく分類すると、先進地

域農村部、後進地域都市部が存在している。そして、発展途上地域の経済発展期には、この都市と

農村間の格差は経済が発展するとともに徐々に拡大していく。前節で提示したように、工業は農業

に優位性を持ち、農村労働力の都市部への移動は短期間では変わらず、一方で農村部インフラの整

備がこの労働力移動の過程で速くなる。これは交通物流条件の改善が農村部にもたらす「ストロー

効果」の特徴の一つである。そして、都市や農村に住んでいる人々の一人あたり収入はこの「スト

ロー効果」と関連して直接的に現地経済の状況を表す指標となる。

次に「烏奎高速」沿線地域の市県州ごとに都市部と農村部に分け、それぞれ一人当たり収入を用

いて経済発展の変化を評価してみる。
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図3.3は2001−2019年の間の「烏奎高速」沿線地域職工一人当たり収入を表している。「職工」は

都市部で働いている人を指し、「職工」の収入から工業発展の状況を評価することができる。烏魯

木斉市は新疆の経済的中心地として、工業化の程度が高く、都市部の一人当たり収入も相対的に多

い。2020年の新疆統計年鑑によると、2019年時点で烏魯木斉市の地域総生産は3413.26億元に達し

て新疆全域の1位であり、そのうち第二次産業の増加率が26.55％を占めている。一方で、烏魯木斉

市の第二次産業の割合は新疆全域の中では高くないが、第二次産業の産出額は最も高く、そのため

烏魯木斉市の工業化が資本集約型の工業が集積しているとみなすことができる。これにより、烏魯

木斉市の「職工」一人当たり収入は2001−2019年の間に沿線7つの地域の中で最も高い10.79％とい

う平均増加率を維持してきた。一方で、他地域のデータは全部右肩上がりであるが、これら地域と

烏魯木斉市との間の格差が徐々に拡大していった。典型的な例は昌吉市であり、2001−2005年の間

に烏魯木斉市に隣接する昌吉市の「職工」一人当たり収入の格差は縮小し、2005年にさらに1003元

までに減少したが、その後、烏魯木斉市と昌吉市の格差がまた徐々に拡大し、2011年の時点で9062

元までに達し、次に格差が縮小して2015年の5029元になった。しかし、2001−2015年に昌吉市の平

均増加率は15.16％であり、烏魯木斉市をかなりに上回っているが、総額は烏魯木斉市と比べられな

いほど少ない。まとめると、昌吉市の「職工」一人当たり収入の平均増加率は烏魯木斉市より高い一

方、絶対値の格差が拡大し続け、2005年と2011年はその2つの分水領となっている。2004年の「烏昌一

体化」計画が打ち出されたとともに、2つ地域間の格差も拡大し、この格差が2011年に頂点に達した。

図3.3　2001−2019年「烏奎高速」沿線地域職工一人当たり収入　単位:元

注:筆者が新疆統計年鑑各年度版により作成。「職工」は事務職員と工人の総称である。2016年から二級行政区の統計

データは反映しなくなるため、一部の統計データが消失している。一部の年分の市県州データは収集されていない。
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図3.4は2001−2015年「烏奎高速」沿線地域農村住民一人当たりの収入を表している。この図が

示すように、全ての農村部の一人当たり収入は右肩上がりになっているが、収入の絶対値は2015年

の時点でさえ2万元を上回っていなかっただけでなく、都市部との格差も非常に大きかった。例え

ば、2015年都市部職工一人当たり収入は最も高い烏魯木斉市と2015年農村部農村住民一人当たり収

入は最も低い奎屯市の間に約5.4万元の格差が存在する。そして、市県州別で詳しく見ると、瑪納

斯県、呼図壁県の農村住民収入は相対的に高く、工業の中心である烏魯木斉市の農村住民収入は低

位であり続けて2014年の時点で7つ地域の中で最も収入が少なくなってしまった。前節で提示した

ように、瑪納斯県と呼図壁県は「烏魯木斉都市圏区」にあり、近年、この2つの地域は烏魯木斉市

の野菜、肉、乳製品など主要農産品の供給基地を目指し、農牧業を中心とする地域発展計画を推進

している。そして、毎日生産された農産品は「烏奎高速」を経由して烏魯木斉市の中心的な消費市

場に輸送している。「烏魯木斉都市圏区」の発展と拡大と共に、農産品需要も増大し、周辺地域の

農牧業の中心地域はこの変化に対応してサプライチェーンを構築して地方経済を発展させることが

できる。便利な交通物流はこの好循環が成り立つ前提条件である。そして、烏魯木斉市からさらに

遠い石河子市では農村住民の収入が次第に下がり、距離と収入の反比例関係が存在し、中核都市の

経済牽引力が徐々に弱くなることがわかる。

図3.4　2001−2015年「烏奎高速」沿線地域農村住民一人当たり収入　単位:元

注:筆者が新疆統計年鑑各年度版により作成。2016年から県市別農村部のデータは収集しなくなった。一部の年分の市

県州データは収集されていない。
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６．回帰分析による因果関係検証

１）統計データの初期処理と変数の選択

統計データの収集:新疆統計年鑑は本稿分析データの主要な出所である。1989年に新疆統計局

は初めに統計データを統計年鑑に整理して公表した。それから統計年鑑の毎年発行されるように

なった。しかし、1989年当時、中国の統計制度はMPS基準（System of Material Product Balance, 

MPS）に従っており、計画経済と旧ソ連からの影響が強く、統計方法と科目なども現行の標準と大

きく異なっている。この影響は1991年旧ソ連解体以降も残っている。1993年11月に「社会主義市場

経済」が正式に打ち出されたと共に、中国の統計制度は全面的に市場経済的なSNA基準（System of 

National Accounts, SNA）に移行し、それからまた幾つかの重要改革を経て現行統計標準となっ

た。データ比較性から考えると、本稿で使うデータは全て1994年以後のものである。そして、新疆

統計年鑑の統計科目、統計方法、統計サンプルのサイズはこれまで約30年の間に何回も変わってお

り、これが統計データを収集する際の大きな課題となっている。例えば、2016年以後の新疆統計年

鑑は「天山北坂経済ベルト」のページがなくなり、烏魯木斉市のような中心都市以外の地方市県州

の具体的な経済統計データを入手できなくなった。また前節で説明したように2005年から新疆統計

年鑑の企業数に関する統計基準は大きく変化し、「規模以上」の企業のみデータ収集されており、

更にその「規模以上」の基準も常に変更される。それ以外に各年別分のデータ欠損もまた問題であ

る。

本稿はデータの連続性、データの比較可能性、計量統計分析に必要なサンプルのサイズを保つた

め、マクロ的なデータのみを選択した。これらを総合的に考えた結果、本稿は1994−2019年におけ

る烏魯木斉GDP（万元）、昌吉州消費品販売総額（万元）、イリ州消費品販売総額（万元）、昌吉

州人口数（万人）、イリ州人口数（万人）、昌吉州工業GDP（万元）、イリ州工業GDP（万元）、新

疆道路貨物運輸量（万トン）を変数として導入している。資料は各年度の新疆統計年鑑と市県州統

計公報を参照している。

岡山大学大学院社会文化科学研究科『文化共生学研究』第22号（2023.1）

99



データの処理について:経済データに関する線型回帰分析にとって単位根の検定は必要である。

単位根は存在すれば時系列は非定常であり、つまり「見かけの回帰」という問題が存在しているた

め統計分析に使わない。特にGDPのような時間を通じて変化する確率過程が持つ経済データにとっ

表3.5　1994−2019年「烏奎高速」沿線地域統計データ

注:筆者は各年度の新疆統計年鑑、各市県州の統計公報により作成。
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19		EViews（Econometrics	Views）はQuantitative	Micro	Software	（QMS）が開発した計量経済分析向けのソフ

トウエアであり、現在S＆P	Globalに買収された。

て、一般的に単位根がある。このため、まず表3.5の統計データをEViews12.019に導入して単位根検

定を行う。単位根は持つ変数が単位根を取り除くまで差分する。

表3.6は表3.5における単位根検定の結果を表している。昌吉州工業GDP（万元）は二次差分で処

理しても依然として不定常であり、二次差分後のイリ州消費品販売総額（万元）は10%区間に有意

であることが確認できる。更に不定常の変数は対数を取って単位根がなくなって定常になる可能性

があるが、データ処理の一致性を保つため、差分のデータだけを使う。即ち、回帰分析を行うた

め、データを更に絞り込むことが必要である。

本稿の分析対象は「烏奎高速」建設の対新疆北部経済発展の影響であるため、必ず「烏」と

「奎」と「運送」と「経済」の要因を含む。しかし、新疆におけるミクロ的なデータの収集が困難

であるため、「奎」はイリ州で代替し（図1.1を参照する）、「烏奎高速」道路貨物運輸量は新疆

全体の道路貨物輸送量で代替することとする。そして、前章の定性分析によると、新疆北部の経済

発展は交通インフラおよび物流産業と緊密に関係するため、烏魯木斉GDP（万元）は従属変数とし

て、新疆道路貨物運輸量（万トン）は主要な独立変数として別々に設定する。これ以外の変数は

様々なグループを組み合わせて独立変数に加えて計算し、最終的に有意確率が最も高い回帰結果を

得るようにまで計算を繰り返す。

表3.6	変数のADF単位根検定
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20		2020年までに新疆総GDPの24％は烏魯木斉が占める。第1章の内容を参照する。
21		人口増長率=[100*{T期の人口-（T-1）期の人口}/（T-1）期の人口]

２）計算の結果と分析

表3.7は最小2乗法による最適合の回帰結果である。特に説明するのは、一次差分後の烏魯木斉

GDPは単位根がなくなったが、烏魯木斉は新疆と天山北坂経済ベルトの経済的中心地として新疆北

部における経済的影響力が非常に強く20、烏魯木斉GDPは新疆北部地域の経済データに強く影響して

いる。そのため、烏魯木斉GDPは独立変数として投入し、そして、AIC、HQICなどの情報を参考して

独立変数の烏魯木斉GDPのラグを一期前に確定する。一方で、イリ州の人口数より、イリ州の人口

増加率21が持つ経済発展の変化への敏感度を表すため、独立変数として投入する。貨物運輸量増減

の地域経済への影響は速いため直接にGDPの増減変化によって表すことができる。一方で、一般的

に人口数の増減過程は相対的に長くて経済発展への影響が現れるまでかなりな時間が掛かる。貨物

運輸量と人口数量の変化は同時に起こってもGDPに波及するまでの時間が異なる。このため、t期の

人口数はt期の貨物運輸量と比較することはできない。サンプルサイズと波及時間を総合的に把握

する上で、人口数が一期前のラグを取り、即ち（t+1）期の人口数がt期の貨物運輸量に対応して共

に計算することである。そして、以下の10%有意の回帰式を得る。

D（GDP）=494419.1+0.766765*D（GDP）（-1）+60.14057*D（TRANS）-207288.3*POP（-1） （公式1）

表3.7	最小2乗法の計算結果
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22		①JF	Hair	Jr,	RE	Anderson,	RL	Tatham,	WC	Black（1995）Multivariate	Date	Analysis,	3rd	Edn（New	

York:	Macmillan）.

	 	②DW	 Marquaridt（1970）‘Generalized	 Inverses,	 Ridge	 Regression,	 Biased	 Linear	 Estimation,	 and	

Nonlinear	Estimation’,	Technometrics,	12:3,	591–256.
	 	③S	 Menard（1995）Applied	 Logistic	 Regression	 Analysis ,	 Sage	 University	 paper	 series	 on	
quantitative	applications	in	the	social	sciences	（Thousand	Oaks,	CA:	Sage）.

公式1は表3.7による作成する。この回帰式のAdjusted	 R-squared（調整済みR2乗）は0.691979で

1に近くて変数間の相関関係が強いと評価できる。同時に、Durbin-Watson	stat（Durbin-Watson統

計量）は1.967009で2に近くて回帰式の自己相関性が弱いと判断できる。

分散拡大係数（variance	 inflation	 factor,	 VIF）は多重共線性の程度が説明できる。一般的に

VIF値は5以上の場合が多重共線性の問題が存在するが、それの対結果への影響が相対的少なく、し

かし、10以上の場合が深刻で評価している22。表3.8から見ると、Centered	VIF値は非常に小さいた

め、多重共線性の問題がないと評価できる。

表3.8	多重共線性の検証
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図3.5は公式1による模擬折線と烏魯木斉GDPの一次差分の折線を比較するグラフである。公式1の

回帰効果は良好であると考えることができる。

そして、公式1に戻ると、烏魯木斉GDPは新疆貨物運輸量と正比例の関係が存在し、イリ州人口

増加率と反比例の関係が存在していることが確認できる。「烏奎高速」は沿線地域の交通運輸効率

を向上させて生産要素が移動することの利便性を高め、最終的に経済を活性化させる。これは貨

物運送量が烏魯木斉GDPにプラス影響を与える根本原因に当たる。一方で、イリ州は「烏奎高速」

の恵みを受けて産業の発展が順調に進んで「烏昌地域」との繋がりを強化している。更に、イリ州

は「烏奎高速」の末端地域にあり、つまりイリ州が持つ隣接地域に対する吸引力が相対的に遠隔地

にある烏魯木斉より強い。詳しく説明すると、「烏奎高速」による交通利便性の向上は沿線地域一

部の人口がイリ州に分流し、都市化程度が相対的に高く経済的に副中心地に相当するイリ州は「烏

奎高速」沿線後進地域からの人口を受け入れやすい。2000年に完成した「烏奎高速」は「烏昌一

体化」計画が成り立つ前提条件に当たり、高速道路の建設は「烏昌地域」の交通物流機能を向上さ

せ、生産要素と労働力の移動により便利になって経済発展がさらに進展すると予想できるが、計算

結果から見ると、逆に西部への労働力流出の状況という結果が出ている。この人口のイリ州への移

動は烏魯木斉都市圏区の発展資源を分流することであり、烏魯木斉GDPにマイナスの影響を与える。

四、結論

「烏奎高速」は新疆最初の高速道路として「天山北坂経済ベルト」交通物流条件の改善と烏魯木

斉市中核都市の牽引力を強化する役割が期待されている。1990年代の計画と建設の初期に既に地方

図3.5 回帰式の折線グラフ
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23		「連霍高速」（G30）は道路両端の江蘇省連雲港市と新疆ウイグル自治区霍爾果斯（ホルゴス）市によって命

名され、沿線各地域が別々に建設した高速道路で組み合わせた高速道路ネットワークの総称である。「連霍

高速」は2014年12月31日に全線開通、江蘇、安徽、河南、陝西、甘粛、新疆を通過して全長4244km、中国東

西方向の高速道路幹線の一つ、「一帯一路」の重要インフラプロジェクトである。同時に中国一番長い高速

道路でもある。

経済を牽引する巨大なインフラ投資プロジェクトとして重要な役割を果たした。そして、2000年

代に入った後、「西部大開発」の重点プロジェクトの一環における現地経済の開発効果が強調され

た。周知のように、中国「西部大開発」計画の目的の一つは1978年改革開放から徐々に拡大してき

た沿海と内陸の格差を縮小することである。つまり、「烏奎高速」の建設はインフラの整備によっ

て後進地域を開発する活動の最初の試みだと考えられる。このように新疆経済発展にとってこの高

速道路は特別な意義を持っている。現在、「烏奎高速」は既に「連霍高速」23の一部になって更に

沿線の経済社会の発展を支え続けている。そして、「烏奎高速」は正式開通より20年後、この大い

に期待される大型交通インフラは現地経済に影響を与え続けてきた。

しかし、前に論じたように交通物流条件の改善は必ず経済発展をもたらすわけがない。「スト

ロー」効果の存在は逆に地方の衰退と中核都市の肥大化を招く恐れがあるため、これは開発の本意

と相違する。新疆は中国の経済核心地域からの距離が遠いので、地方中心都市、特に烏魯木斉市の

「ストロー」効果が東部先進地域より強いと予想できる。
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